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課題② 大規模な土砂災害課題① 洪水被害

１．治水関係事業［課題］
○近年においても洪水や地震等による被害が頻発しています。
○気候変動の影響による水害の頻発化・激甚化や渇水の増加が懸念されます。
○火山噴火や多発する集中豪雨による大規模な土砂災害の発生が懸念されます。
○明治以降本格的な開拓が始まり、湿原を有する地域では農地や市街地の拡大等に伴い湿原の減少や水質の悪化等自然環境が変
化しました。

火山噴火(昭和63年十勝岳)
課題③ 河川環境の保全・再生

・北海道の活火山は31火山と多く、そのうち常時観測火山は9火山です。
・近年の集中豪雨の多発により荒廃した渓流から土砂や流木が流出しています。
・噴火や豪雨により死者や家屋被害を伴う大規模な土砂災害が発生しています。

・平成28年度は、8月17日～23日の1週間に3個の台風が北海道に上陸
し、道東を中心に大雨により河川の氾濫や土砂災害が発生しました。
また、8月29日から前線に伴う降雨があり、その後、台風第10号が北海道
に接近したことで、道東を中心に各地で記録的な大雨となりました。

8月20日から続く大雨
常呂川水系常呂川（北見市）
・堤防決壊 1箇所,越水4箇所
・浸水面積約500ha

台風第９号による大雨
石狩川水系石狩川(深川市、旭川市)
・溢水
・浸水面積約120ha,浸水家屋 4戸

台風第10号による大雨
石狩川水系空知川（南富良野町）
・堤防決壊 2箇所
・浸水面積約130ha,浸水家屋89戸

・釧路湿原は周辺地域での土地利用の変化等により面積が減少しています。湿原
保全の対策として茅沼地区で旧川復元事業が実施され、湿原らしい環境が回復
しつつあります。引き続き、他の地域においても自然再生に向けた取組を進めていく
必要があります。
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湿原面積の急激な減少と植生の変化（釧路湿原）

約３割減 約180km2約250km2
ハンノキに覆われた湿原

直線化された河道

台風第10号による大雨
十勝川水系札内川（帯広市）
・堤防決壊 2箇所
・浸水面積約50ha,浸水家屋2戸他

山地の荒廃状況(戸蔦別川上流域)

湿原面積



釧路川総合水系環境整備事業（釧路湿原自然再生）
●整備期間 ：平成13～45年度

釧
路
川釧路川総合水系環境整備事業（釧路湿原自然再生）

●整備期間 ：平成13～45年度

釧
路
川

凡 例
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１．治水関係事業［取組］

北海道の社会、経済の
中枢となっている石狩川下
流域を戦後最大規模の洪
水から防御するため、北村
遊水地の整備を推進します。

流域の開発等に伴い土砂流入量が増加し、湿原面
積の急激な減少や乾燥化が進んでいる釧路湿原におい
て、湿原への土砂流入の抑制や湿原環境の復元、生態
系の保全・再生を図るため、周辺の土地利用に配慮しつ
つ直線河道の再蛇行化や湿原再生等を推進します。

釧路川総合水系環境整備事業（釧路湿原自然再生）
●整備期間 ：平成13～令和15年度

旧川復元前（H11.6）

旧川復元後（H24.9）

釧
路
川

○強靱で持続可能な国土の形成を目指します。
○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、河川整備をより一層加速するとともに、河川区域のみならず、
集水域や氾濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、ハード・ソフトの両面から「流域治水」を推進します。

○頻発化・激甚化する洪水被害等軽減のため、既設ダムを運用しながら有効活用するダム再生事業を推進します。
○火山噴火や豪雨による土砂災害から重要交通網や要配慮者利用施設※等への被害を軽減します。

※社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

名寄川水辺整備

天塩川中上流自然再生

ダム完成イメージ図

石狩川
旧美唄川

北村遊水地

空知川南富良野幾寅地
区地域連携防災事業

網走川大空地区
河川防災ステーション整備

雨竜川ダム再生

２

砂川水辺整備

恵庭水辺整備

十勝川中流水辺整備

帯広水辺整備

樽前山直轄火山砂防事業
●事業期間 ：平成６～令和22年度

幾春別川総合開発事業（三笠ぽんべつダム）
●事業期間 ：平成2～令和12年度

堰堤改良事業

三笠ぽん
べつダム

石狩川直轄河川改修事業（北村遊水地）
●事業期間 ：平成24～令和12年度

一級河川（直轄管理区間） 13

ダム（完 成） 18

ダム（建設中） 3

ダム（治水機能増強検討調査） 1

直轄砂防区域 4

直轄海岸 1

糠平ダム再生

幾春別川をはじめとする
石狩川下流における洪水被
害軽減のため、令和4年度
にダムの本体工事に着手し
た、三笠ぽんべつダムの整備
を推進します。

空知川幾寅地区
MIZBEステーション

南富良野水辺整備
旭川駅周辺水辺整備

十勝川自然再生

鵡川水辺整備

樽前山の火山噴火に起
因した融雪型火山泥流及び
降雨型火山泥流による災害
の被害軽減を図るため、砂
防施設の整備を推進します。

覚生川砂防堰堤群

堰堤改良事業

江別水辺整備
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○広域分散型社会を形成する北海道では、人口減少下における農林水産業・観光産業等の持続的発展を支えるとともに、国土の強靱
性を確保し、地域間の連携強化を図るため、高規格道路ネットワークの充実が課題となっています。

○激甚化・頻発化する気象災害や、切迫する日本海溝・千島海溝沿い等の巨大地震、急速に進展するインフラ老朽化など、これらの危
機に打ち勝つための、強靱な国土づくりが求められています。

○「道の駅」は道路利用者へのサービス提供に加え、生産空間の維持等、多様な地域課題が解決できる拠点となることが求められています。
○感染症拡大を契機とした社会情勢を鑑み、持続可能な観光地域づくりが重要です。

２．道路事業［課題］
３

都市間距離の比較（北海道／全国）

※都市同士の市町村役場位置を結ぶ直線距離を平均して算出

高規格道路によるブロック中心都市と
県庁所在地のアクセス状況

札幌市札幌市

函館市函館市江差町江差町

倶知安町倶知安町

岩見沢市岩見沢市

旭川市旭川市留萌市留萌市

稚内市稚内市

網走市網走市

室蘭市室蘭市
浦河町浦河町

帯広市帯広市

釧路市釧路市

根室市根室市

■広域分散型社会を形成する北海道

○北海道は都市間距離が長く、広域分散型社会を形成しています。
○札幌と一部の圏域中心都市間で高規格道路が未接続となっています。

北海道の広さ

令和6年12月22日に
札幌と釧路間が高規格道路で直結

令和７年4月1日時点

令和７年4月1日時点

■気象災害、インフラ老朽化
●令和5年10月には、発達した低気圧の影響により、国
道336号様似町で連続雨量225mm（最大時間雨量
58mm）の激しい雨による土砂崩れ等が発生するなど、
全道延べ5路線8区間で通行止めを実施しました。
●橋梁、トンネル、道路附属物等の生活を支える道路イ
ンフラは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急
速に老朽化することが懸念されます。このように一斉に老
朽化する道路インフラを戦略的に維持管理、更新するこ
とが求められています。

令和5年10月
大雨による土砂
崩れ状況
（国道336号
様似町）

トンネル定期
点検状況
（国道38号
北の峰トンネル）

●感染症拡大を契機として人々のライフス
タイルが変化していることから、旅行者の
新たなニーズへの対応が求められています。
コロナ禍で影響を受けた観光地・観光産
業を再生するためには、雇用の安定等持
続可能な観光産業の実現が重要です。
また、観光に関わる多様な人材を地域全
体で育成・確保することが重要です。

■持続可能な観光地域づくり

●そのためには、シーニックバイウェイ北海道
「秀逸な道」等による多様な主体との連
携による地域資源を活用した持続可能な
観光地域づくりの取組や、世界水準のサ
イクルツーリズム等による高付加価値旅行
者の誘客に向けた取組を推進します。

■地域課題解決に向けた拠点の強化

▼「道の駅」を拠点とした定住・交流環境の維持・
増進のイメージ

●「道の駅」が「生産空間」の維持・発展
のため、日常生活に必要な移動を支え
る交通結節点や中継拠点、住民が必
要とするサービスを提供する場として多様
な役割を果たすことが求められています。

中継輸送

ネットワーク図

  5万人－ 10万人

 30万人－100万人
 10万人－ 30万人

100万人以上

令和7年4月1日現在

供用中
事業中
調査中

ブロック中心都市
県庁等(接続済)
県庁等(未接続)

凡例



２．道路事業［取組］
４

○高規格道路の整備推進により、食料供給基地からの物流や観光地への人流を支えるほか、災害時のリダンダンシー確保など、地域間の
連携強化や国土の強靱性を確保します。

○「防災・減災、国土強靱化のための５か年対策プログラム（北海道ブロック版）」に基づき、災害からの迅速な復旧と、早期の日常生活・
経済活動の再開を図るため、災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築を推進します。

○「生産空間」の維持・発展のため、日常生活や地域経営の拠点として「道の駅」の多様な機能の強化を推進します。
○国内旅行とインバウンドの両輪での世界水準の観光地の形成に向けて、国内外の新たな需要を取り込むために、地域資源を最大限活
用した多様な観光メニューのより一層の充実を推進します。

■国内外の新たな観光需要を取り込むための観光メニューの充実

■根釧地域の物流効率化を支援 ■ 「生産空間」の維持・発展に
資する「道の駅」の機能強化

●防災機能強化

●交通結節点
道の駅「おとふけ」

道の駅「おとふけ」のパークアンドライド

災害用トイレの設営訓練
道の駅「てしお」

関係機関と連携した
防災訓練

道の駅「厚岸グルメパーク」
●子育て環境の創出

■道路交通ネットワークの耐災害性強化の推進
●防災・減災対策、国土強靱化のための５か年対策プログラム（北海
道ブロック版）を推進します。

●ドライブ観光の促進 ●サイクルツーリズムの推進
▼シーニックバイウェイ「秀逸な道」

地域の活動団体がお薦めする特に魅力的
な景観等を有する道路１５区間について、
景観の維持・形成や誘客に向けた広報等
を重点的に実施し、北海道のドライブ観光
をより一層促進します。

▼走行環境改善

▼情報発信

PR動画作成

歴史的景観形成建物
（いにしえ街道）

パトロール車工具等配備

路肩拡幅前 路肩拡幅後

▼受入環境改善

推進フォーラム開催

東オホーツクシーニックバイウェイ
並木のウエルカムゲートを抜けて
絶景へと至る道（美幌町）

どうなん・追分シーニック
バイウェイルート
汐風薫るいにしえの道（松前町） 民間企業と連携し、

サイクルラックを設置

道外イベントによる
ポスターセッション

「きた北海道サイクルツーリズム
シンポジウムin旭川」の開催状況

▼災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能強化 ▼道路法面・盛土の土砂災害防止対策

国道232号 苫前町力昼地区

▼河川隣接構造物の流失防止対策▼盛土区間等を活用した津波や
洪水からの浸水対策

※浸水想定エリア（低床地）から高台にある道路等への避難施設を整備

▼道路施設の老朽化対策

舗装のひび割れ

整備イメージ

日高自動車道（国道235号）厚賀静内道路

E63

事業中

至苫小牧

至浦河

国道40号 音威子府バイパス （音中道路）

E5

至中川

至音威子府

事業中

国道274号 清水町（対策事例）国道44号 釧路町（対策事例） 国道450号 遠軽町（対策前）

至稚内

至遠軽

至留萌

至旭川

至日高

至帯広

至釧路

至根室

屋根付き駐車スペース
道の駅「るもい」

授乳室
道の駅「なないろ・ななえ」

資料：令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査
（4時間連続運転で30分の休憩時間を含む）
※荷役作業時間等は、トラック輸送状況の実態調査（国土交通省）より採用

●厚岸港～苫小牧港間の輸送スケジュールの変化
（本別～釧路開通前後の比較）

●根釧地域で生産される農水産品輸送の支援
生さんまの道外出荷輸送ルート生さんまの道外出荷輸送ルート

生さんまの全国シェア※1

※１ 出典：令和4年産地水産物流通調査（水産庁)
令和6年11月18日時点
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３．港湾整備事業［課題］ ５

◎物流の９割以上を海上輸送に依存する北海道では、港湾は産業や生活を支える重要な社会基盤です。
○物流の担い手不足を背景として、地域の産業競争力を支える海上輸送網・港湾物流の非効率が課題となっています。
○グローバル市場の獲得による農水産品の輸出拡大への対応が課題となっています。
○クルーズ船の大型化が進んでおり、港湾での受入環境の改善が課題となっています。
○近年多発する気象災害や巨大地震等に備えるため、港湾における防災・減災、国土強靱化が課題となっています。

頻発・激甚化する気象災害や切迫する巨大地震等から生命と財産を
守るため、港湾における高潮・高波対策や老朽化対策等が課題となって
います。

クルーズ船の大型化に対応した岸壁が整備されておらず、受入環境の
改善が課題となっています。

海上輸送網・港湾物流の非効率
係留施設等の不足により、集荷時間を確保したフェリーのダイヤ設定ができず、

長距離の陸上輸送とせざるを得ないなど、非効率な物流を余儀なくされており、
これらへの対応が課題となっています。

不安定な係留状況

頻発・激甚化する気象災害や巨大地震への備え

農水産品の輸出にあたっての課題
農水産品の輸出にあたり、取扱量の増加や農水産品の品質・鮮度低

下への対応が課題となっています。

野天での水産物陸揚げ状況

日射等による
鮮度低下

鳥糞等の異物混入
による品質低下

岸壁の老朽化状況(本体の腐食)

北海道に寄港したクルーズ船の
寄港回数の推移・総トン数別割合

クルーズ船の受入環境の改善

高潮・高波対策イメージ

水産物の陸揚げにおける課題

10万ｔ超

７万ｔ未満

７万ｔ～
10万ｔ未満

施設の補強・嵩上げ

フェリー貨物の荷役状況 複合一貫輸送における課題

131121
155

(予定)

130
102

69



３．港湾整備事業［取組］
６

【クルーズ船の受入環境の整備】
既存岸壁を活用したクルーズ船の受入環境整備を推進します。

【防災・減災、国土強靱化の加速化】
防波堤の嵩上げや老朽化した岸壁の改良等を行うことで、海上交通

ネットワークの維持や荷役の安全・効率化確保を図ります。

○国内物流を安定的に支える海上輸送網の構築を図るため、複合一貫輸送ターミナルの整備を推進します。
○農水産品の輸出競争力強化を図るため、屋根付き岸壁等の整備を推進します。
○クルーズ船の大型化に対応するため、既存岸壁を活用した受入環境の整備を推進します。
○道民生活や産業活動等を健全に維持するため、防災・減災、国土強靱化を推進します。

国
土
強
靱
化
老
朽
化
対
策

農
水
産
物
の
輸
出
競
争
力
強
化

【苫小牧港東港区浜厚真地区複合一貫輸送ターミナル整備事業】
不足するバース整備を行うことにより、トラックドライバーの労働規制に応

じた効率的なフェリーのダイヤ設定等を可能とするほか、災害にも強い国
内輸送ネットワークの構築を図ります。

ク
ル
ー
ズ
船
の
受
入
環
境
整
備

【農水産品輸出促進基盤整備事業】
地域の関係者が連携して農水産物の輸出促進に取り組む港湾にお

いて、農水産品の輸出競争力強化に資する屋根付き岸壁等の整備を
推進します。

【屋根付き岸壁の整備効果】

小樽港クルーズ船係留
（2024年9月）

鳥糞等の
異物混入を防止

日射等による
鮮度低下を回避

未対策
（激しい越波）

対策済
（越波を抑制）

高潮・高波対策効果例 岸壁の老朽化対策例

複
合
一
貫
輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

【整備イメージ】
新規岸壁 既存岸壁

【道内から本州への輸送例】

・

コンテナ船、
国際フィーダー船で輸出

枝幸港

紋別港

根室港

増毛港

苫小牧港
石狩湾新港 連携水揚港湾

輸出拠点港湾 十勝港

【北海道内の農水産品輸出促進計画
の概要】

函館港クルーズ船係留
（2024年6月）



○冬期の新千歳空港では、除雪作業や航空機のトラブル等による滑走路の一時的な占有に起因する遅延や欠航が課題とな
っています。

○地震災害時において、緊急物資輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持等を図るため、滑走路等の耐震・液状
化対策が急務となっています。

○近年の気象変化や長期的な気候変動を踏まえ、台風や豪雨に備えた排水施設の整備が必要です。

■多様な旅行者の地方部への誘客に向けた安全・安心な受入環境整備
●冬期における除雪作業や航空機がトラブル等で駐機場へ引き返すこと
に起因し、滑走路が一時的に占有されるため、遅延や欠航が課題と
なっています。

■生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づくり

滑走路を一時的に占有して除雪
作業を行う車両が滑走路末端
部で待機を余儀なくされる

末端取付誘導路（課題） 平行誘導路（課題）
航空機トラブルや防除雪氷剤の有
効時間切れにより、航空機が駐機
場へ引き返す際に滑走路を一時的
に占有する

滑走路の除雪作業（イメージ）

滑走路における除雪車両の待機状況

７
４．空港整備事業［課題］

●近年の気象変化や長期
的な気候変動を踏まえ、
台風や豪雨に備えた排水
施設の整備が必要です。

●地震災害時において、緊
急物資輸送拠点としての
機能確保、航空ネットワー
クの維持等を図るため、滑
走路等の耐震対策が急
務となっています。

排水流量超過による浸水
（函館空港）

滑走路の段差

地震被害イメージ



Ｂ 滑 走 路

Ａ 滑 走 路

Ｄ(平行)誘導路

(末端取付誘導路複線化)

(平行誘導路複線化)

○新千歳空港の冬期における航空機の安定運航を図るため、誘導路等を整備し、多様な旅行者の受入環境整備を推進し
ます。

○地震災害時において、緊急物資輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持等を図るため、新千歳空港において耐
震・液状化対策を推進します。

○豪雨による浸水を防止するため、函館空港の浸水対策を推進します。

●新千歳空港において、誘導路等を整備し、冬期における航空機の遅延
や欠航の回避・軽減を図り、受入環境の整備を推進します。 ●地震災害時において、

緊急物資輸送拠点として
の機能確保、航空ネット
ワークの維持等を図るた
め、耐震・液状化対策を
推進します。

●近年の気象変化や長期
的な気候変動を踏まえ、
台風や豪雨に備えた浸水
対策を実施します。

末端取付誘導路複線化 平行誘導路複線化
除雪車両の待機解消による滑
走路占有の回避等

航空機のトラブル等で駐機場に引き
返す際の滑走路占有の回避等

８

浸水対策（函館空港）整備箇所

(末端取付誘導路複線化)

４．空港整備事業［取組］

滑走路の液状化対策
（新千歳空港）

■多様な旅行者の地方部への誘客に向けた安全・安心な受入環境整備 ■生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づくり



課題③ 基幹水利施設の老朽化

○北海道においては、農家経営体が経年的に減少する中、経営規模の拡大を進め、我が国の食料供給基地としての役割を果たしている
ところです。こうした中、担い手に農地を集積し、生産性の高い農業を実現することや農業の高付加価値化が課題となっています。

○北海道農業を支えるインフラである基幹的農業水利施設は、今後、耐用年数を超過する施設が増加する見込みとなっており、また、近
年の降雨強度の増加への対応も必要となっています。

課題② 後継者がいない農地

50歳以上後継者なし

50歳以上後継者あり

50歳未満

15年後に経営主が65歳以上となり、かつ、後継
者がいない農地は、約５割

今後も経営体数の減少が予測されており、さらな
る経営規模の拡大が必要。

R2時点

凍害による用水路側壁の亀裂 雪庇の影響を受ける用水路

課題① 農業経営体数の減少

1.8万戸

32.9ha

0

10

20

30

40

H22 H27 R2 R7 R12 R17
0

2.5

5

7.5
(ha) (万戸)

平均経営耕地面積
（都府県）

経営体数
（北海道）

平均経営耕地面積
（北海道）

９

※基幹的水利施設(受益面積100ha以上の農業水利施設)の資産価値
(再建設費ベース)(令和4年3月時点)

排水路

課題④ 降雨強度の増加

大雨時の湛水被害
資料：（一財）日本気象協会北海道支社資料から北海道開発局作成

【道内Ａ地区の例】

資料：「農林業センサス」「農林業センサスを用いた北海道農業・農村の
動向予測 (H30.2、北海道立総合研究機構農業試験場) 」

予測 予測

時間当たり30mm以上降雨の発生回数
（道内アメダス100地点当たり） 約1.6倍に増加

５．農業農村整備事業［課題］

予測

小豆ほ場での被害



○農業農村整備事業は、農業競争力強化と国土強靱化に資する事業を重点的に推進します。
○農業競争力強化：農地の大区画化、畑地かんがい施設の整備等を実施し、省力化・低コスト化、農業収益力向上を推進。
○国土強靱化：基幹的な農業水利施設の更新・長寿命化・耐震化を実施し、農業用水の安定供給等を図るとともに、排水施設の
機能強化や農業用ダムの洪水調節機能強化等により災害の未然防止を図り、農村地域における防災・減災を図ります。

１０

農業競争力強化

大区画ほ場（４枚）小区画ほ場（27枚）

整備前 整備後

■国営緊急農地再編整備事業「今金南地区・今金北地区」の例
農地の大区画化等と併せて担い手への農地集積・集約化を進め、「スマート農

業」「高収益作物の生産拡大」等を推進します。

倒壊した用水路 改修後の用水路

■国営かんがい排水事業
「北海地区」の例

耐用年数を超過し、老朽化による
倒壊も見られていたことから、用水路の
更新整備を実施します。

■国営かんがい排水事業
「常呂川下流地区」の例

排水能力が不足するとともに、経年
的な劣化が進行する状況から、排水
施設の増強等の整備を実施します。

新設排水機の整備
（イメージ）

頻発する湛水被害
（たまねぎ）

■国営かんがい排水事業「北見二期地区」の例
老朽化した用水施設の更新整備とあわせて、畑地かんがいが

手当されていない区域に用水手当するための畑地かんがい施設の
整備を行います。

農業用ダムの洪水調節機能強化

防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策
○流域治水対策
○農業水利施設等の老朽
化、豪雨・地震対策

安定生産・品質が向上未整備区域において
干ばつが発生

施設整備により、適期
適切なかん水を実現

国土強靱化

５．農業農村整備事業［取組］

自動操舵トラクター

ブロッコリーの収穫

自動
給水栓

ばれいしょ収穫作業担い手
集積率

南：61％
北：68％ 南・北とも100％（計画）

■国営かんがい排水事業
「共栄近文二期地区」の例

耐震性能が不足している頭首工を改
修し、大規模地震発生に伴う被害の防
止を図ります。

耐震性能不足の
頭首工

鉄筋の挿入により
耐震性能の確保を図る



北海道
98.5
25.5%

茨城
28.5
7.4%

長崎
28.5
7.4%

宮城
27.6
7.1%

静岡
15.0
3.9%

その他
都府県
188.2
48.7%

北海道
3,135 
21.9%

長崎
1,109 
7.7%

愛媛
979 
6.8%

宮城
922 
6.4%

鹿児島
770 
5.4%

その他
都府県
7,432 
51.8%

我が国の水産物生産における北海道の位置付け

６．水産基盤整備事業［課題］
○北海道は全国の漁業生産量及び生産額の２割以上を占める我が国最大の水産物供給基地として重要な役割を担っており、水産物
の流通機能強化や生産性向上のための基盤強化が急務です。

○北海道では、今後も大規模地震の発生が懸念されているほか、大型低気圧による高波浪や漁港施設の老朽化により漁業活動に著し
い支障が生じており、漁港施設の防災・減災対策が喫緊の課題です。

防波堤からの越波
（古平漁港）

水産業の成長産業化に向けた拠点機能強化対策
野天での陸揚げ作業等は、直射日光・雨雪による品質低下、異物混入、輸
出先国の衛生管理基準への不適合が懸念されます。

持続可能な漁業生産を確保するための漁港施設の強靱化・長寿命化対策
大規模地震の発生が懸念されているほか、頻発化・激甚化する低気圧災害等への対応が
求められています。また、老朽化が進む漁港施設の長寿命化対策も課題です。

直射日光等の影響下における陸揚作業
（追直漁港）

東日本大震災の津波による
漁船被害（大津漁港）

漁港施設（本体工）の老朽化
（歯舞漁港）

漁業生産量
386.3万トン
（令和４年）

漁業生産額
14,347億円
（令和４年）

異物混入の危険性
（福島漁港）

362 
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北海道 東北 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州・沖縄

全国：56

全国の生産量・生産額の２割以上を占めています。

単位：万トン 単位：億円

出典：農林水産省「令和４年漁業・養殖業生産統計」、「令和４年漁業産出額」

域内需要を遙かに超える魚介類を生産し、全国各地へ供給しています。
地域別食用魚介類自給率

農林水産省「令和４年漁業・養殖業生産統計」、「令和４年食料需給表」を基に作成

（％）

道外へ
食料供給

北海道

１１



６．水産基盤整備事業［取組］

安全・安心で高品質な水産物を安定的に供給し、輸出の拡大等による水産業の成長産業化
を実現していくため、高度衛生管理対策等の流通機能強化を推進します。

魚体の鮮度保持等に必要な
清浄海水導入施設の整備

（歯舞漁港）

大規模地震・津波や頻発化・激甚化する低気圧等に対応するため、漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化対策、長寿命化対策等を推進します。

水産業の成長産業化に向けた拠点機能強化対策

持続可能な漁業生産を確保するための漁港施設の強靱化・長寿命化対策

直射日光や降雨による品質低下を
防止する屋根付き岸壁等の整備

（追直漁港）

※第３種漁港：利用範囲が全国的な漁港 第４種漁港：離島、辺地にあって漁場の開発または漁船の避難上特に必要な漁港

北海道第３種・第４種漁港位置図

人工地盤整備による駐車場用地の確保と
津波からの避難対策（歯舞漁港）

漁船保管施設用地の嵩上げによる
防災対策（大津漁港）

防波堤の嵩上げによる越波対策
（古平漁港）

プレキャスト型枠を活用した
長寿命化対策（苫前漁港）

第３種漁港 18漁港
第４種漁港 20漁港

合計 38漁港

○安全・安心な水産物を安定的に供給するため、生産・流通拠点として広域的に利用されるなど重要な役割を担う第３種及び
第４種漁港※の整備を推進します。

異物混入防止など
衛生管理施設の整備
（厚岸漁港）

１２

人工地盤アクセス道路
(災害時避難路)
直轄整備

人工地盤
(一時避難箇所)
直轄整備

屋根付き岸壁
直轄整備 高度衛生管理型市場(1FL)

市場事務所(3FL)
漁協整備

防災施設
(4FL～RFL)
漁協整備

嵩上げ

嵩上げ済

（越波を抑制）

未改良

（越波あり）



７．官庁営繕事業 [課題／取組]

【取組】
○官庁施設の防災・減災対策を推進するため、防災拠点等となる官庁施設の防災機能の強化等を図ります。
〇災害応急対策活動への支障のおそれを解消するため、電力確保等の対策や津波対策を総合的かつ効果的に実施します。
○既存官庁施設をより長く安全し利用しトータルコストの縮減等を実現するため、躯体の保護、防災設備、ライフライン設備の計画的な
改修を実施します。
〇脱炭素社会の実現に向け、環境負荷低減に資する技術を積極的に取り入れ、脱炭素化を推進します。

【課題】
○大規模災害の発生に備え、災害に強い地域づくりを支援するとともに、地域の活性化へ積極的に貢献することが求められています。
〇災害応急対策の活動に必要な官庁施設として電力確保に加え、津波対策において構造体の性能確保や他の設備機能の確保な
ど、防災拠点としての機能維持と行政機能の早期回復が求められています。

○官庁施設の老朽化が急速に進んでおり、大規模な改修が必要となる危険箇所の増加が見込まれ、計画的な改修が必要です。
〇政府実行計画※に基づいた、温室効果ガス排出削減の取組が必要です。
※ 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画（R3.10.22閣議決定）

防災官署を集約し、地方公共団体をはじめとする
防災関係機関等との連携強化を図り、防災拠点
の整備を実施します。

津波浸水対策として、設備棟を増築し、
電気室、自家発電機室の機能を移設して
います。（稚内地方合同庁舎）

脱炭素社会の実現に向けた
官庁施設の整備の推進

新築事業につい
ては原則ZEB
Oriented相当
以上として整
備を目指しま
す。

１３

木材を利用し
た官庁施設の
整備を積極的
に推進します。

防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等

集
約

帯広第２地方合同庁舎

札幌第４地方合同庁 完成イメージ

●危険箇所の解消等の老朽
化対策による長寿命化の推進

排水管の腐食により漏水が発生し、
配管改修が必要（整備前の状況）

●災害応急活動に必要な官庁施
設の電力確保、津波対策の推進

タイル落下により事故のおそれあり
外壁改修が必要（整備前の状況）

受変電改修（電力確保）

●地域と連携した防災拠点の整備
＜札幌第４地方合同庁舎＞ ●官庁施設における木造化の推進

●官庁施設におけるZEB等の推進

官庁施設の老朽化対策等



農作物非食用部等の地域資源につい
て、付加価値を生む新たな利用方法の
導入により、最大活用を推進するた
め、地域資源と新たな利用技術との効
果的な組合せを検討した「地域資源リ
サイクルプラン」や「利活用の手引
き」の作成を行うための調査を行いま
す。

○北海道総合開発計画の企画、立案及び推進に必要な調査について、令和７年度は、北海道が強みとする「食」、「観
光」、「ゼロカーボン北海道」分野における課題の解決方策の検討を重点的に実施します。

地域資源の最大活用に向けた
リサイクルプラン検討調査

農作物非食用部等の地域資源

バイオ炭、バイオコークスなどの新たな
利用方法

稲わら

バイオコークス

北海道開発計画調査

豆類残渣

バイオ炭

北方領土隣接地域の振興等に向け、滞在
型観光促進の現状・課題を共有し、宿泊
施設不足に対し、空き家等を活用した民
泊促進等を図る上で課題となっている民
泊管理人材の確保などについて解決方策
を検討します。併せて飲食店などの受入
環境が重要であり、地域が一体となって
受入環境の充実を図るための調査を行い
ます。

道路等で除雪・運搬している雪を、行政コス
トの削減に繋がる範囲内において、冷熱源
として利用希望のある民間施設等に運搬す
る仕組みの構築に向けた調査を実施します。

北方領土隣接地域が一体となった受入
環境構築による滞在型観光促進調査

雪氷熱の利用促進に係る体制
構築に関する調査

現状

道路や公共施設の除排雪

（行政）

運搬（行政）

将来イメージ

雪堆積場
（活用されず自然融解）

行 政

民間等

運搬距離短縮

（コスト↓、CO2↓）

省エネ

（コスト↓、CO2↓）

＜想定されるメリット＞

地域一体での取組により、
既存施設へのメリットも
つくり出す

民泊施設民泊施設

既存宿泊
施設

飲食

土産
購入

入浴

体験

協議会で清掃員等の確
保、外国語、ガイダン
ス、２次交通、店舗との
連絡調整などの対応方
策を検討

１４



一般国道238号 紋別防雪

国道453号
蟠渓道路

国道40号 音威子府バイパス（音中道路）
音威子府IC～中川IC

道央圏連絡道路中樹林道路

一般国道38号 釧路新道

北海道横断自動車道（根室線）
本別～釧路

阿寒IC～釧路西IC

[参考]第９期北海道総合開発計画前半５年(令和６～１０年度)に完成・供用済または完成・供用が予定
されている主な事業

国営農地再編整備事業南長沼地区

国営かんがい排水事業北海地区

国営緊急農地再編整備事業
雨竜暑寒地区

国営農地再編整備事業美唄茶志内地区

札幌第４地方合同庁舎整備事業

羽幌港本港地区
耐震強化岸壁整備事業

沓形港本港地区国内物流ターミナル整備事業

１５

日高自動車厚賀静内道路
日高厚賀IC～新冠IC

※ は完成・供用した事業

赤字は令和7年度完成・供用予定の事業

※ 高規格道路は令和7年4月1日時点

凡 例

道 路 事 業

供 用 済 区 間

事 業 中 区 間

調 査 中 区 間

鉄 道 事 業

完 成 済 区 間

事 業 中 区 間

空 港 事 業

港 湾 事 業

都 市 ・ 公 園 事 業

下 水 道 事 業

河 川 ・ 砂 防 事 業

海 岸 事 業

営 繕 事 業

農 業 事 業

漁 港 事 業

官 庁 営 繕 事 業

北海道横断自動車道
倶知安余市道路
仁木IC～余市IC

一般国道238号 浜猿防災（一部）

沙流川総合水系環境整備事業平取地区

網走川総合水系環境整備事業網走地区
網走川大空地区
河川防災ステーション

空知川幾寅地区
MIZBEステーション

宗谷港本港地区地域生活基盤整備事業

石狩湾新港東地区国際物流ターミナル整備事業

江差港本港地区
国内物流ターミナル整備事業

苫小牧港東港区浜厚真地区複合
一貫輸送ターミナル整備事業

白老港本港地区
国内物流ターミナル整備事業

森港本港地区
小型船だまり整備事業

釧路港西港区国際物流ターミナル整備事業

国営施設機能保全事業宇遠別川地区

国営環境保全型かんがい排水事業根室地区

国営農地再編整備事業津別地区

国営農地再編整備事業東宗谷地区

国営農業用水再編対策事業 勇払東部（二期）地区

水産基盤整備事業
三石地区

名寄税務署新営事業

函館空港浸水対策

石狩川総合水系環境整備事業江別地区

堰堤改良事業豊平峡ダム

石狩川総合水系環境整備事業旭川駅周辺地区

石狩川総合水系環境整備事業南富良野地区

十勝川総合水系環境整備事業帯広地区

十勝川総合水系環境整備事業
十勝川中流部地区


